
 

（（２２））公公益益財財団団法法人人  ととっっととりり県県民民活活動動活活性性化化セセンンタターー経経営営状状況況報報告告書書  

 

法人の概要（令和７年６月３０日時点） 

１ 名     称  公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター 

２ 目     的  ボランティア活動、地域づくり活動及びＮＰＯ活動を総合的に支援す

るとともに、ＮＰＯ、企業、行政、自治組織等、多様な主体による協働・

連携を推進することにより、県民活動の活性化及び持続可能な活力ある

地域社会づくりに寄与することを目的とする。 

３ 公益認定年月日  平成２７年４月１日 

４ 設立登記年月日  平成２７年４月１日 

（一般財団法人 とっとり県民活動活性化センター設立登記年月日 

平成２６年１月２３日） 

５ 基 本 財 産  出えん金 ４，５００，０００円 

             鳥 取 県 出 え ん 金 ３，０００，０００円 

             県内市町村出えん金 １，５００，０００円 

６ 役  員  等  評 議 員  ５人   理  事  ９人   監  事  ２人 

評 議 員  児 嶋 祥 悟（鳥取県商工会議所連合会会長） 

  〃    平 井 伸 治（鳥取県知事） 

  〃    深 澤 義 彦（鳥取市長） 

  〃    宮 脇 正 道（湯梨浜町長） 

  〃    吉 岡   徹（株式会社新日本海新聞社代表取締役社長） 

理 事 長  毛 利   葉 

常務理事  小 林 綾 子 

理  事  末 次 多衣子（特定非営利活動法人こうふのたより理事） 

〃    鷲 見   清（倉吉商工会議所相談課長） 

〃    長曽我部まどか（国立大学法人鳥取大学工学部社会シス

テム土木系学科准教授） 

  〃    中 井 みずほ（Ｔｏｔｔｏｒｉ Ｍａｍａ’ｓ代表） 

  〃    松 本 典 久（鳥取県政策統轄総局長） 

  〃    森 本 智 喜（日野ボランティア・ネットワーク副代表） 

  〃    四 門   隆（特定非営利活動法人花本美雄文化振興

会理事長） 

監  事  橋 本   修（税理士） 

－ 20 －

 



監  事   鼻 渡 信 幸（株式会社鳥取銀行倉吉中央支店支店長） 

７ 職     員  ５人 

８ 事 務 所  倉吉市山根５５７番地１ パープルタウン２階 
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



令和６年度 事業実施状況 

 

＜事業全体の成果＞ 

１． 東・中・西部の拠点で、多様なアプローチによる相談活動を進め、支援対象や内容が広がった。 

東・中・西部の「とっとり創生支援センター」において、ＮＰＯ法人、一般社団法人、地域運営組織、自

治会、市町村をはじめ広く県民の方から、来所、訪問、電話、メール、オンライン等様々な方法により、年

間２００件を超える相談に対応した。「とっとり創生支援センター」が設置されていない町をはじめとして、

事務所外での相談日を設け、団体の活動地域に近いところで対面での相談の機会を提供できた。 

また、税理士、社会保険労務士、ＩＣＴアドバイザー等の専門家や社会人・若者ボランティア（プロボノ）

の参加による個別支援、活動団体や地域のネットワーク活動に寄り添いながら行う伴走型支援など、多様な

アプローチによる相談活動を行った。 

 

２． 人材や資金を活動団体に循環させるしくみの活用が進んだ。 

「中国ろうきんＮＰＯ寄付システム」、「あいおいニッセイ同和損保助成プログラム」、「とっとりイーパー

ツリユースＰＣ寄贈プログラム」、「とりぎん青い鳥基金」及び「中国５県休眠預金等活用コンソーシアム事

業」により、県民の地域活動への多様な参加を促し、企業をはじめ県内外の多様な主体と協働して、人材や

資金を活動団体に循環させるしくみの運用を広げた。また、助成金合同説明会において、助成金活用に関す

る考え方やポイントなどの解説を行い、活動団体がより計画的に必要な資金を獲得できるよう支援を行った。 

寄付つき商品事業「お買い物チャリティー」及び「カンパイチャリティー」は、昨年に引き続き「とっと  

り世界子どもの日寄付キャンペーン」（１１～１２月）として集中的に取り組んだ。新商品の発売に当たり、

通年での寄付つき商品の取組に参加する企業があり、多くの寄付金が集まった。 

さらに、活動団体自身が組織基盤の強化を図り、資金調達や人材育成を進めるために、研修会の開催や個

別支援に取り組むとともに、県と連携してふるさと納税の仕組み「ギフ鳥」への参加を促し、オンラインツ

ールを活用した交流機会や活動団体間のネットワークを広げた。 

 

３． より現場に近い地域（市町村等）において活動団体同士の交流機会や、若者の地域づくり活動への参画機会

を広げた。 

市町村単位で活動団体同士が集い、ＮＰＯ・地域運営組織等と行政がつながり、情報共有や意見交換を行

う「地域づくり（ＮＰＯ）交流会」の開催に継続して取り組んだ。新たに「ミラ・クル・とっとりプラット

フォーム交流会」において様々なテーマを設定した意見交換に取り組み、活動者がつながりあう「ミラ・ク

ル・とっとり運動」を展開した。また、同じ課題を抱える団体を対象としたセミナーの開催に合わせて交流

会を設定するなど、多様な主体やＮＰＯ等同士がつながる機会を広げた。さらに、高校生や大学生をはじめ

とする若い世代に対して、「社会人・若者ボランティア（とっとりプロボノ）事業」等への参加を促すととも

に、大学や高校におけるワークショップ、大学の授業で「ミニプロボノ」や「グリーンベンチャー」の活動

体験プログラムを展開することで、地域づくり活動に参加するきっかけづくりの機会を広げた。 

 

４． 情報発信を積極的に進め社会的認知を広げるとともに、職員の育成強化に努めた。 

県の発信媒体の活用、新聞連載記事と新聞広告、ホームページやＳＮＳでの発信、情報誌等の発行により、

多様な層への情報の発信に努めた。また、職員に対して面談（人事評価）による指導・助言、内外の研修へ

の参加を促した。通年の研修受講により資格を取得するなど、職員のスキルアップを図った。 
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＜公益目的事業＞ 

１．ミラ・クル・とっとりプラットフォーム事業 

  ＮＰＯ等の多様な主体が繋がりあって交流できるフラットなネットワーク「ミラ・クル・とっとりプラットフ 

ォーム（以下「プラットフォーム」という。）」を立ち上げ、多くのＮＰＯ等が当該プラットフォームに参画する

ように団体等への働きかけや広く県民への周知を行い、多くの団体の参画を得て、「ミラ・クル・とっとり県民運

動」を始動することができた。 

  ・登録団体 １，１９７団体  

  ・交流ページの開設、新聞・電子媒体等による広報 

     また、毎月１回交流会を開催し、テーマに合わせた情報提供、課題や困りごと、解決策やアイデアなどの共有

を通して、普段の活動では出会えない人たちとつながり、団体の活動への意欲を引き出す機会を創出した。 

  ・交流会の開催 オンライン交流会５回、ハイブリッド交流会１回、対面交流会２回、大交流会１回 

 延べ２１５名参加 

 

２．誰一人取り残さない県民参画社会づくり・地域コミュニティ支援事業 

（１）相談支援事業  

①とっとり創生支援センター事業  

県東・中・西部に設置した「とっとり創生支援センター」において、県民やＮＰＯ等からの県民活動に

関する幅広い相談に対応するとともに、団体間のネットワーク構築支援等を行った。 

 ・相談件数 延べ２１０件 

②出前相談会の開催  

とっとり創生支援センターが設置されていない市町村に出向き、出前相談会（相談の受付及び対応業務）

を実施した。 

 ・開催回数 ８回（東部３・中部３・西部２） 

 ・相談件数 延べ１５件 

③伴走型支援の実施  

地域の課題解決又は組織基盤強化に向けた伴走支援を、センターが行う支援メニューの活用や外部の方々

との連携等を通じて行った。 

  ・支援団体 １５団体（東部４、中部６、西部５） 

  ④県関係部署との合同会議の開催  
・開催回数 月１回 計１２回実施  

 

（２）持続可能な地域づくり促進事業  

ＮＰＯ等同士がお互いを知り、ＮＰＯや地域運営組織等と行政、地域の支援機関等が情報共有や意見交換を

通して、ともに支え合う連携・協働のネットワークの形成及び地域課題解決に取り組む支援体制構築のきっか

けづくりとするため、ＮＰＯ等とのネットワーク会議等を開催した。 

  ・ネットワーク会議等 ６回 

また、自治会や地域づくり団体等が開催する出前講座や研修会等に対する計画立案のアドバイスや講師とし

ての出講、実行委員会や審査会への参画など、センター職員が幅広く地域づくりの支援活動に携わった。 

  

（３）若者の地域づくり活動促進事業  

   高校生や大学生等の若者をはじめ、県内外の多くの人に県内の地域づくり活動へ興味をもってもらうきっか

けづくりとして、若者向け地域課題解決ワークショップ（出前講座）を開催した。 

   ・出前講座件数 ５回  

 

（４）地域経営の視点共有・支援事業  

地域経営の構成員となる個別の団体の正確な経理を促し、団体自身で健全運営を確認できるよう、初心者
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１． 東・中・西部の拠点で、多様なアプローチによる相談活動を進め、支援対象や内容が広がった。 

東・中・西部の「とっとり創生支援センター」において、ＮＰＯ法人、一般社団法人、地域運営組織、自
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の参加による個別支援、活動団体や地域のネットワーク活動に寄り添いながら行う伴走型支援など、多様な

アプローチによる相談活動を行った。 

 

２． 人材や資金を活動団体に循環させるしくみの活用が進んだ。 

「中国ろうきんＮＰＯ寄付システム」、「あいおいニッセイ同和損保助成プログラム」、「とっとりイーパー
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資金を活動団体に循環させるしくみの運用を広げた。また、助成金合同説明会において、助成金活用に関す

る考え方やポイントなどの解説を行い、活動団体がより計画的に必要な資金を獲得できるよう支援を行った。 

寄付つき商品事業「お買い物チャリティー」及び「カンパイチャリティー」は、昨年に引き続き「とっと  

り世界子どもの日寄付キャンペーン」（１１～１２月）として集中的に取り組んだ。新商品の発売に当たり、

通年での寄付つき商品の取組に参加する企業があり、多くの寄付金が集まった。 

さらに、活動団体自身が組織基盤の強化を図り、資金調達や人材育成を進めるために、研修会の開催や個

別支援に取り組むとともに、県と連携してふるさと納税の仕組み「ギフ鳥」への参加を促し、オンラインツ

ールを活用した交流機会や活動団体間のネットワークを広げた。 

 

３． より現場に近い地域（市町村等）において活動団体同士の交流機会や、若者の地域づくり活動への参画機会

を広げた。 

市町村単位で活動団体同士が集い、ＮＰＯ・地域運営組織等と行政がつながり、情報共有や意見交換を行

う「地域づくり（ＮＰＯ）交流会」の開催に継続して取り組んだ。新たに「ミラ・クル・とっとりプラット

フォーム交流会」において様々なテーマを設定した意見交換に取り組み、活動者がつながりあう「ミラ・ク

ル・とっとり運動」を展開した。また、同じ課題を抱える団体を対象としたセミナーの開催に合わせて交流

会を設定するなど、多様な主体やＮＰＯ等同士がつながる機会を広げた。さらに、高校生や大学生をはじめ

とする若い世代に対して、「社会人・若者ボランティア（とっとりプロボノ）事業」等への参加を促すととも

に、大学や高校におけるワークショップ、大学の授業で「ミニプロボノ」や「グリーンベンチャー」の活動

体験プログラムを展開することで、地域づくり活動に参加するきっかけづくりの機会を広げた。 

 

４． 情報発信を積極的に進め社会的認知を広げるとともに、職員の育成強化に努めた。 

県の発信媒体の活用、新聞連載記事と新聞広告、ホームページやＳＮＳでの発信、情報誌等の発行により、

多様な層への情報の発信に努めた。また、職員に対して面談（人事評価）による指導・助言、内外の研修へ

の参加を促した。通年の研修受講により資格を取得するなど、職員のスキルアップを図った。 
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でもわかるＮＰＯのための経理処理セミナーをシリーズで開催し、アーカイブ配信できるように整備した。 

また、世代交代を考えるＮＰＯの経営者候補者等の研修会を開催し、活動団体の人材育成を支援した。 

・セミナー開催件数 ６回 

 

（５）地域活動のＤＸ化支援事業  

 全国の地域のＤＸ化の動きや先進事例を、ＮＰＯや地域づくり団体に紹介するセミナーを開催し、ＤＸ化

の理解を深める支援を行った。 

  ・セミナー開催件数 １回 

 

（６）情報発信・センター認知度向上事業  

情報誌「てとり」を年２回、機関紙「センターつうしん」を年４回発行するとともに、県民活動に関する 

情報をウェブサイト、ＳＮＳ等を活用して、広く県民、ＮＰＯ等へ発信した。 

 

（７）センター１０周年記念事業  

   センターの設立１０周年を記念したフォーラムを開催し、県内の市町村やＮＰＯ等にセンターの取組や  

今後の方向性を周知した。 

県民の参加を促すため、「１０周年記念事業等運営委員会」を設け、様々な立場の委員からの提案、意見を反

映し、｢センター設立１０周年記念フォーラム｣を企画した。 

   ・センター設立１０周年記念フォーラムの開催 １１月４日（月） 

・１０周年記念事業等運営委員会の開催 ３回 

   ・パンフレットの作成 ３，０００部 

 

（８）多様な主体による連携の促進  

県と連携し、持続可能な地域社会の実現を目指し、ＳＤＧｓの普及啓発を図るとともに、若者、企業、ＮＰ

Ｏ等、多様な主体の参画を得て、地域の課題解決及び新たな価値創出にむけた意見交換を実施した。 

・とっとりＳＤＧｓプラットフォーム登録者数 １２３（団体１０７、個人１６） 

・「災害支援」をテーマとした地域団体との打合せ ５回 

・「子ども、文化、地域」をテーマに集まった地域団体等との打合せ、意見交換会の開催 ６回 

・とっとりＳＤＧｓパートナー登録者数    ６１０（団体５８６、個人２４） 

・とっとりＳＤＧｓ伝道師派遣        １１件 

  

３．社会変化に対応したＮＰＯ等活動団体支援事業 

（１）専門家派遣事業  

  ＮＰＯ等の業務や会計等の専門的な相談に対して、税理士、司法書士、行政書士、社会保険労務士、中小企

業診断士、ＩＣＴアドバイザー等を専門家派遣登録者名簿に登録し、個別又は出前相談会に派遣することで、

ＮＰＯ等の事務能力の向上やガバナンスに関する課題の解決を図った。 

・専門家の派遣回数 延べ１３回 

・専門家派遣制度への登録者 延べ５４名 

 

（２）ＮＰＯ経営実態把握事業  

アンケート、訪問又は電話による聞取りにより、ＮＰＯ法人の経営実態を調査し、相談対応及び伴走支援等

の基礎資料となる「ＮＰＯ経営実態資料」を更新、整備した。 

・資料作成団体 ２１法人（東部８、中部５、西部８） 

  

（３）非営利組織基盤強化・評価推進事業 

組織診断・評価や組織基盤強化支援を行うことにより、ＮＰＯ等の組織力強化、ガバナンスの向上を図ると
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



 
 

ともに、積極的な情報開示・情報発信を促した。 
 

（４）ＮＰＯ基盤強化事業 

ＮＰＯ法人が、会計・税務・労務・登記・所轄庁事務・定款に基づく組織運営等、基本的な事務力を獲得す

るとともに、ガバナンスの構築により、その自立性、透明性、信頼性の向上を図るため、地域づくり活動、Ｎ

ＰＯ活動におけるノウハウの提供など、団体のニーズや状況を踏まえ基盤強化に必要な講座等を企画・開催し

た。 
・ＮＰＯのための事務力セミナー １回開催 

 

（５）社会人・若者ボランティア（プロボノ）推進事業  

支援を希望する県内のＮＰＯ等と、自らのスキルや経験を活かして社会貢献活動を行いたい社会人・若者を

マッチングし、プロジェクトを実施した。 
・プロボノ支援団体    １団体 

・プロボノワーカー参加者 ４名 （プロボノワーカー県内登録者 ６７名） 

また、鳥取大学地域学部と連携し、大学生のスキルを活かして団体の情報発信を支援する「ミニプロボノ」

を実施した。 

・ミニプロボノ支援団体 ４団体 

 

（６）助成金活用促進・資金調達支援事業 

県内外の助成金情報を紹介し、効果的な活用を促す「助成金合同説明会」を開催するとともに、センターが 

募集する補助金の周知を行った。 

また、資金調達の計画づくり、寄付・助成金、補助金の獲得、持続可能な地域づくり団体支援寄付金「ギフ

鳥」、クラウドファンディングの活用等に関するアドバイス等を行った。 

 ・助成金合同説明会 ４回開催 

  

（７）民間協働型活動支援事業 

企業及び県内外の支援団体と連携し、資金、物品、ノウハウ等の支援プログラムを実施し、寄付文化醸成の

イベント等を「全国寄付月間（１２月）」やＳＤＧｓ推進の取組と連携して開催した。 

 ・寄付つき商品普及開発事業 

マッチング件数：２１件 実施件数：２１件 寄付先団体：１３団体 寄付金額：３５２,３１０円 

・とっとりイーパーツリユースＰＣ寄贈プログラム 

・ごうぎんＳＤＧｓ私募債（地域おこし型・ＮＰＯ）寄贈事業 

 ・中国ろうきんＮＰＯ寄付システム 

 ・あいおいニッセイ同和損保助成プログラム 

 ・とりぎん青い鳥基金 

・４７コロナ基金とっとりつながるプロジェクト 

・明治ホールディングス株式会社株主優待（子どものたちへのお菓子の寄贈）   

・中国５県休眠預金等活用コンソーシアム事業［代表・事務局：ＮＰＯ法人ひろしまＮＰＯセンター］ 

   

（８）控除対象特定非営利活動法人指定支援補助金交付事業  

指定申請の可能性があるＮＰＯ法人への呼びかけを行い、「認定法人」をめざす１ＮＰＯ法人へ個別の

説明を行ったが、条例個別指定制度を活用するＮＰＯ法人はなかった。 

  

（９）地域づくり活動改善支援補助金交付事業 

地域の課題解決に向けて活動を改善・向上させようとする地域づくり団体等の活動を支援した。 

 ・採択団体数 ３件 

 
 

でもわかるＮＰＯのための経理処理セミナーをシリーズで開催し、アーカイブ配信できるように整備した。 

また、世代交代を考えるＮＰＯの経営者候補者等の研修会を開催し、活動団体の人材育成を支援した。 

・セミナー開催件数 ６回 

 

（５）地域活動のＤＸ化支援事業  

 全国の地域のＤＸ化の動きや先進事例を、ＮＰＯや地域づくり団体に紹介するセミナーを開催し、ＤＸ化

の理解を深める支援を行った。 

  ・セミナー開催件数 １回 

 

（６）情報発信・センター認知度向上事業  

情報誌「てとり」を年２回、機関紙「センターつうしん」を年４回発行するとともに、県民活動に関する 

情報をウェブサイト、ＳＮＳ等を活用して、広く県民、ＮＰＯ等へ発信した。 

 

（７）センター１０周年記念事業  

   センターの設立１０周年を記念したフォーラムを開催し、県内の市町村やＮＰＯ等にセンターの取組や  

今後の方向性を周知した。 

県民の参加を促すため、「１０周年記念事業等運営委員会」を設け、様々な立場の委員からの提案、意見を反

映し、｢センター設立１０周年記念フォーラム｣を企画した。 

   ・センター設立１０周年記念フォーラムの開催 １１月４日（月） 

・１０周年記念事業等運営委員会の開催 ３回 

   ・パンフレットの作成 ３，０００部 

 

（８）多様な主体による連携の促進  

県と連携し、持続可能な地域社会の実現を目指し、ＳＤＧｓの普及啓発を図るとともに、若者、企業、ＮＰ

Ｏ等、多様な主体の参画を得て、地域の課題解決及び新たな価値創出にむけた意見交換を実施した。 

・とっとりＳＤＧｓプラットフォーム登録者数 １２３（団体１０７、個人１６） 

・「災害支援」をテーマとした地域団体との打合せ ５回 

・「子ども、文化、地域」をテーマに集まった地域団体等との打合せ、意見交換会の開催 ６回 

・とっとりＳＤＧｓパートナー登録者数    ６１０（団体５８６、個人２４） 

・とっとりＳＤＧｓ伝道師派遣        １１件 

  

３．社会変化に対応したＮＰＯ等活動団体支援事業 

（１）専門家派遣事業  

  ＮＰＯ等の業務や会計等の専門的な相談に対して、税理士、司法書士、行政書士、社会保険労務士、中小企

業診断士、ＩＣＴアドバイザー等を専門家派遣登録者名簿に登録し、個別又は出前相談会に派遣することで、

ＮＰＯ等の事務能力の向上やガバナンスに関する課題の解決を図った。 

・専門家の派遣回数 延べ１３回 

・専門家派遣制度への登録者 延べ５４名 

 

（２）ＮＰＯ経営実態把握事業  

アンケート、訪問又は電話による聞取りにより、ＮＰＯ法人の経営実態を調査し、相談対応及び伴走支援等

の基礎資料となる「ＮＰＯ経営実態資料」を更新、整備した。 

・資料作成団体 ２１法人（東部８、中部５、西部８） 

  

（３）非営利組織基盤強化・評価推進事業 

組織診断・評価や組織基盤強化支援を行うことにより、ＮＰＯ等の組織力強化、ガバナンスの向上を図ると
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



 
 

 

＜その他＞ 

（１）評議員会、理事会の開催 

評議員、理事、監事の積極的な参加を得て、評議員会、理事会の活性化を図った。 

 

（２）信頼される事務局機能の構築 

 センター設立１０年を機に策定した、長期的な今後の活動の「指針」及び短期（３年間）の「アクションプ

ラン（２０２４→２０２６）」を、とっとり県民活動活性化センター１０周年記念「つながるフォーラム」にお

いて紹介するとともに、広く周知した。 

個々の職員が自己研鑽を図るとともに、日々の内部研修及び必要に応じて外部研修を行い、中間支援人材と

しての専門性（相談対応力、事務支援力、コーディネート力、企画プロデュース力、情報発信力等）を高めた。 

県協働参画課をはじめ、県各振興課、中山間・地域振興課と定期的に協議の場を持ち、情報共有及び意思疎

通に努めるとともに、県庁各課及び市町村との連携を図った。 

災害時（県内外）におけるＮＰＯ等、社会福祉協議会、行政、企業等支援組織との連携機能の強化を進める

とともに、職員が外部研修を受講し対応力を高めた。 

 

（３）講師活動、各種委員会・審査会等への職員の派遣 

センター職員が行う講師活動について、業務とのバランスを考慮しながら、その向上を図り、推進した。 

また、団体の役員、各種委員会や審査会の委員について、業務のバランスを考慮しながら、必要に応じて就

任し、その役割を果たすとともに就任する団体等との信頼関係を築いた。 
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



当年度 前年度

(92) (90)

　　基本財産受取利息 92 90

(67,927,358) (67,672,170)

　　県民活動活性化事業 61,431,060 60,193,467

　　とっとりSDGsパートナー・伝道師制度運営業務 2,060,250 0

　　とっとりSDGsパートナー制度運営業務 0 1,069,321

　　とっとりSDGs伝道師制度運営業務 0 1,280,621

　　事業収益 3,462,059 3,858,621

　　手数料収益 378,220 423,945

　　諸謝金 595,769 846,195

(804,000) (241,600)

　　鳥取県補助金 804,000 241,600

(2,460,000) (2,912,000)

　　民間協働型活動支援寄付金 2,460,000 2,912,000

(16,568) (264)

　　受取利息 16,568 264

71,208,018 70,826,124

(55,368,661) (52,420,027)

　　役員報酬 1,174,960 1,293,520

　　給料手当 30,863,558 30,232,759

　　退職給付費用 620,160 618,640

　　法定福利費 4,480,715 4,455,046

　　福利厚生費 37,386 52,133

　　会場賃借料 173,270 108,717

　　旅費交通費 522,955 283,460

　　研修費 269,000 6,000

　　通信運搬費 738,707 678,863

　　消耗品費 495,942 418,062

　　光熱水料費 147,598 174,323

　　印刷製本費 1,242,010 713,446

　　賃借料 3,001,336 2,882,552

　　諸謝金 1,262,000 668,300

　　広告宣伝費 1,917,300 471,108

　　支払負担金 86,320 19,920

　　支払手数料 506,400 835,471

　　支払助成金 804,000 241,600

　　支払寄付金 2,460,000 2,912,000

　　修繕費 96,650 202,709

　　燃料費 135,039 186,210

　　保険料 320,289 356,742

　　租税公課 3,991,636 4,221,131

　　委託費 0 361,548

　　雑費 21,430 25,767

(16,496,286) (16,331,438)

　　役員報酬 791,040 808,480

　　給料手当 9,746,387 9,547,187

　　退職給付費用 195,840 195,360

△ 4,337

        管　　理　　費 (164,848)

△ 17,440

199,200

480

△ 106,059

△ 51,171

△ 36,453

△ 229,495

△ 361,548

593,700

1,446,192

66,400

△ 329,071

562,400

△ 452,000

263,000

59,844

77,880

△ 26,725

528,564

118,784

1,520

25,669

△ 14,747

64,553

239,495

    (2) 経常費用

        事　　業　　費 (2,948,634)

△ 118,560

630,799

1,237,593

        雑　収　益 (16,304)

16,304

        　経常収益計 381,894

        受　取　補　助　金　等 (562,400)

562,400

        受　取　寄　付　金 (△452,000)

△ 452,000

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

正正　　味味　　財財　　産産　　増増　　減減　　計計　　算算　　書書
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

（単位:円）

科        目 増  減

2,060,250

△ 1,069,321

△ 1,280,621

△ 396,562

△ 45,725

△ 250,426

        基　本　財　産　運　用　益 (2)

2

        事　業　収　益 (255,188)

 
 

 

＜その他＞ 

（１）評議員会、理事会の開催 

評議員、理事、監事の積極的な参加を得て、評議員会、理事会の活性化を図った。 

 

（２）信頼される事務局機能の構築 

 センター設立１０年を機に策定した、長期的な今後の活動の「指針」及び短期（３年間）の「アクションプ

ラン（２０２４→２０２６）」を、とっとり県民活動活性化センター１０周年記念「つながるフォーラム」にお

いて紹介するとともに、広く周知した。 

個々の職員が自己研鑽を図るとともに、日々の内部研修及び必要に応じて外部研修を行い、中間支援人材と

しての専門性（相談対応力、事務支援力、コーディネート力、企画プロデュース力、情報発信力等）を高めた。 

県協働参画課をはじめ、県各振興課、中山間・地域振興課と定期的に協議の場を持ち、情報共有及び意思疎

通に努めるとともに、県庁各課及び市町村との連携を図った。 

災害時（県内外）におけるＮＰＯ等、社会福祉協議会、行政、企業等支援組織との連携機能の強化を進める

とともに、職員が外部研修を受講し対応力を高めた。 

 

（３）講師活動、各種委員会・審査会等への職員の派遣 

センター職員が行う講師活動について、業務とのバランスを考慮しながら、その向上を図り、推進した。 

また、団体の役員、各種委員会や審査会の委員について、業務のバランスを考慮しながら、必要に応じて就

任し、その役割を果たすとともに就任する団体等との信頼関係を築いた。 
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



当年度 前年度

　　法定福利費 1,414,962 1,406,856

　　福利厚生費 11,806 16,463

　　会場賃借料 57,492 59,697

　　旅費交通費 400,855 714,502

　　研修費 124,660 82,770

　　通信運搬費 151,301 139,044

　　減価償却費 19,891 0

　　消耗品費 101,579 85,627

　　光熱水料費 30,231 35,705

　　印刷製本費 254,388 146,128

　　賃借料 614,732 590,402

　　諸謝金 30,000 10,000

　　広告宣伝費 392,700 96,492

　　支払負担金 17,680 4,080

　　支払手数料 103,721 171,120

　　支払寄付金 10,000 0 10,000

　　支払報酬 674,300 608,300

　　修繕費 19,796 41,519

　　新聞図書費 139,413 133,800

　　燃料費 27,658 38,140

　　保険料 65,601 73,068

　　租税公課 817,564 864,569

　　委託費 0 74,052

　　保守管理費 278,300 382,800

　　雑費 4,389 5,277

71,864,947 68,751,465

△ 656,929 2,074,659

0 0

△ 656,929 2,074,659

0 0

0 0

0 0

0 0

△ 656,929 2,074,659

8,920,735 6,846,076

8,263,806 8,920,735

(2,690,580) (3,036,680)

0 0

2,690,580 3,036,680

(146) (1)

146 1

（△2,460,004） （△2,912,000）

△ 2,460,004 △ 2,912,000

230,722 124,681

5,274,311 5,149,630

5,505,033 5,274,311

13,768,839 14,195,046 △ 426,207

(△346,100)

△ 656,929

(145)

△ 346,100

0

451,996

(451,996)

145

0

0

2,074,659

△ 2,731,588

0

230,722

124,681

106,041

Ⅲ　正味財産期末残高

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高

          指定正味財産期末残高

            特定資産受取利息

        一　般　正　味　財　産　へ　の　振　替　額

            一般正味財産への振替額

            受取寄付金‐県市町村拠出金

　　　　　 受取寄付金-民間協働型活動支援寄付金

        特　定　資　産　運　用　益

           一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部

         受　取　寄　付　金

           当期経常外増減額

           当期一般正味財産増減額

           一般正味財産期首残高

    (2) 経常外費用

         雑損失

         経常外費用計

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

         経常外収益計

           評価損益等調整前当期経常増減額

           評価損益等計

           当期経常増減額

         経常費用計

13,600

△ 67,399

66,000

△ 21,723

5,613

△ 10,482

3,113,482

△ 888

△ 104,500

△ 74,052

△ 47,005

△ 7,467

△ 2,731,588

0

△ 2,731,588

0

15,952

△ 5,474

108,260

24,330

20,000

296,208

△ 2,205

△ 313,647

41,890

12,257

19,891

（単位:円）

科        目 増  減

8,106

△ 4,657
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



基本財産受取利息

県民活動活性化事業

とっとりSDGｓパートナー・伝道師制度運営業務

事業収益

手数料収益

諸謝金

民間協働型活動支援寄付金

受取利息

0

役員報酬

給料手当

退職給付費用

法定福利費

会場賃借料

旅費交通費

研修費

通信運搬費

消耗品費

光熱水料費

印刷製本費

賃借料

諸謝金

広告宣伝費

支払負担金

支払手数料

支払助成金

支払寄付金

修繕費

燃料費

保険料

租税公課

雑費

役員報酬

給料手当

退職給付費用

法定福利費

福利厚生費

会場賃借料

旅費交通費

研修費

通信運搬費

正正  味味  財財  産産  増増  減減  計計  算算  書書  内内  訳訳  表表

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

（単位：円）

科        目

公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合   計
センター事業

  １．経常増減の部

民間協働型活動
支援事業

小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

        基本財産運用益 (92) (0) (92) (0) (92)

    (1) 経常収益

92 0 92 0 92

        事業収益 (46,870,372) (4,226,048) (51,096,420) (16,830,938)

2,060,250 0 2,060,250 0 2,060,250

(67,927,358)

44,600,122 0 44,600,122 16,830,938 61,431,060

210,000 3,252,059 3,462,059 0 3,462,059

0 378,220 378,220 0 378,220

(2,460,000)

(804,000)

　　　　　　  鳥取県補助金 804,000 0 804,000 0 804,000

0 595,769 595,769 0 595,769

        受取補助金等 (804,000) (0) (804,000) (0)

        雑収益 (16,431) (137) (16,568) (0)

        受取寄付金 （0） (2,460,000) (2,460,000) (0)

(16,568)

16,431 137 16,568 0 16,568

0 2,460,000 2,460,000 0 2,460,000

71,208,018

    (2) 経常費用

        経常収益計 47,690,895 6,686,185 54,377,080 16,830,938

828,960 346,000 1,174,960 0 1,174,960

        事　業　費 (49,660,327) (5,708,334) (55,368,661) (0) (55,368,661)

28,728,348 2,135,210 30,863,558 0 30,863,558

620,160 0 620,160 0 620,160

37,386

4,480,715 0 4,480,715 0 4,480,715

福利厚生費 27,840 9,546 37,386 0

157,870 15,400 173,270 0 173,270

211,940 311,015 522,955 0 522,955

5,000 264,000 269,000 0 269,000

705,919 32,788 738,707 0 738,707

492,642 3,300 495,942 0 495,942

147,598 0 147,598 0 147,598

1,241,178 832 1,242,010 0 1,242,010

2,958,529 42,807 3,001,336 0 3,001,336

1,262,000 0 1,262,000 0 1,262,000

1,917,300 0 1,917,300 0 1,917,300

86,320 0 86,320 0 86,320

481,467 24,933 506,400 0 506,400

94,670 1,980 96,650 0 96,650

804,000 0 804,000 0 804,000

0 2,460,000 2,460,000 0 2,460,000

3,991,636 0 3,991,636 0 3,991,636

122,705 12,334 135,039 0 135,039

272,100 48,189 320,289 0 320,289

        管 理 費 (0) (0) (0) (16,496,286) (16,496,286)

21,430 0 21,430 0 21,430

0 0 0 791,040 791,040

0 0 0 9,746,387 9,746,387

0 0 0 11,806 11,806

0 0 0 195,840 195,840

0 0 0 1,414,962 1,414,962

0 0 0 57,492 57,492

0 0 0 400,855 400,855

0 0 0 124,660 124,660

0 0 0 151,301 151,301

－ 29 －
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減価償却費

消耗品費

光熱水料費

印刷製本費

賃借料

諸謝金

広告宣伝費

支払負担金

支払手数料

支払寄付金

支払報酬

修繕費

新聞図書費

燃料費

保険料

租税公課

保守管理費

雑費

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

受取寄付金‐県市町村拠出金 0

受取寄付金‐民間協働型活動支援寄付金 0

0

特定資産受取利息 0

0

一般正味財産への振替額 0

0

0

0

0

（単位：円）

科        目

公益目的事業

法人会計 内部取引消去 合   計
センター事業 民間協働型活動

支援事業
小計

0 0 0 19,891 19,891

0 0 0 101,579 101,579

0 0 0 30,231 30,231

0 0 0 254,388 254,388

0 0 0 30,000 30,000

0 0 0 614,732 614,732

0 0 0 17,680 17,680

0 0 0 392,700 392,700

0 0 0 674,300 674,300

0 0 0 103,721 103,721

0 0 0 10,000 10,000

0 0 0 139,413 139,413

0 0 0 19,796 19,796

0 0 0 27,658 27,658

0 0 0 65,601 65,601

0 0 0 278,300 278,300

0 0 0 817,564 817,564

71,864,947

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,969,432 977,851 △ 991,581 334,652 △ 656,929

0 0 0 4,389 4,389

        経常費用計 49,660,327 5,708,334 55,368,661 16,496,286

          当期経常増減額 △ 1,969,432 977,851 △ 991,581 334,652 △ 656,929

          評価損益等計 0 0 0 0 0

    (1) 経常外収益

  ２．経常外増減の部

    (2) 経常外費用

        経常外収益計 0 0 0 0 0

        経常外費用計 0 0 0 0 0

        雑損失 0 0 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 △ 1,969,432 977,851 △ 991,581 334,652 △ 656,929

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0

          一般正味財産期末残高 △ 457,415 1,773,485 1,316,070 6,947,736 8,263,806

          一般正味財産期首残高 1,512,017 795,634 2,307,651 6,613,084 8,920,735

        受取寄付金 (0) (2,690,580) (2,690,580) (0) (2,690,580)

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(146)

0 0 0 0 0

0 2,690,580 2,690,580 0 2,690,580

        一般正味財産への振替額 (0) (△2,460,004) (△2,460,004) (0)

        特定資産運用益 (0) (146) (146) (0)

(△2,460,004)

0 △ 2,460,004 △ 2,460,004 0 △ 2,460,004

0 146 146 0 146

          指定正味財産期首残高 4,500,000 774,311 5,274,311 0 5,274,311

          当期指定正味財産増減額 0 230,722 230,722 0 230,722

Ⅲ　正味財産期末残高 4,042,585 2,778,518 6,821,103 6,947,736 13,768,839

          指定正味財産期末残高 4,500,000 1,005,033 5,505,033 0 5,505,033
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1,532             貯蔵品 7,390 5,858

         負債及び正味財産合計 20,316,932 22,321,003 △ 2,004,071

         一般正味財産合計 8,263,806 8,920,735 △ 656,929

         正味財産合計 13,768,839 14,195,046 △ 426,207

  ２．一般正味財産

         （ うち特定資産への充当額 ） (0) (400,000) (△400,000)

         （ うち基本財産への充当額 ） (4,500,000) (4,500,000) (0)

         （ うち特定資産への充当額 ） (1,005,033) (774,311) (230,722)

          　 寄付金 5,505,033 5,274,311 230,722

         指定正味財産合計 5,505,033 5,274,311 230,722

Ⅲ　正味財産の部

  １．指定正味財産

         流動負債合計 6,548,093 8,125,957 △ 1,577,864

         負債合計 6,548,093 8,125,957 △ 1,577,864

           　未払消費税等 2,296,300 2,631,300 △ 335,000

           　預り金 608,777 936,607 △ 327,830

  １．流動負債

          　 未払金 3,643,016 4,558,050 △ 915,034

         資産合計 20,316,932 22,321,003 △ 2,004,071

Ⅱ　負債の部

         その他固定資産合計 116,510 1 116,509

         固定資産合計 5,621,543 5,674,312 △ 52,769

          　 減価償却累計額 △ 774,378 △ 754,487 △ 19,891

          　 什器備品 238,568 102,168 136,400

          　 ソフトウェア 652,320 652,320 0

　　　　　　普通預金－とりぎん青い鳥 0 4 △ 4

         特定資産合計 1,005,033 1,174,311 △ 169,278

　　　　　　普通預金－センター10周年記念事業積立資産 0 400,000 △ 400,000

          　 普通預金－あいおいニッセイ同和損保 0

    (3) その他固定資産

16,646,691 △ 1,951,302

50,000 △ 50,000

          　 定期預金 4,500,000 4,500,000 0

         基本財産合計 4,500,000 4,500,000 0

          　 普通預金－ろうきん 1,005,026 724,300 280,726

          　 普通預金－ごうぎん私募債 7 7 0

    (2) 特定資産

  １．流動資産

          　 現金預金 14,675,610 16,606,168 △ 1,930,558

  ２．固定資産

　　　　　　立替金 4,789 8,591 △ 3,802

          流動資産合計 14,695,389

　　　　　　普通預金－４７コロナ基金 0 0 0

貸貸　　借借　　対対　　照照　　表表
令和7年3月31日現在

（単位:円）

科        目 当年度 前年度 増  減

Ⅰ　資産の部

         　  未収金 7,600 30,400 △ 22,800

    (1) 基本財産

－ 31 －
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１． 継続事業の前提に関する注記

当法人が将来にわたって事業を継続する前提に疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しない。

２． 重要な会計方針

(１) 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却は法人税法に規程する定額法によっている。

(２) リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法で処理している。

(３) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 会計方針の変更

該当なし

４． 法人で採用する退職給付制度

　

当法人で採用する退職給付制度は、次のとおりである。

独立行政法人　勤労者退職金機構による中小企業退職金共済への加入によっている。

５． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

4,500,000 0 0 4,500,000

4,500,000 0 0 4,500,000

特定資産

724,231 560,726 280,000 1,004,957

69 0 0 69

7 0 0 7

50,000 130,000 180,000 0

0 0 0 0

4 2,000,000 2,000,004 0

400,000 0 400,000 0

1,174,311 2,690,726 2,860,004 1,005,033

5,674,311 2,690,726 2,860,004 5,505,033合      計

普通預金-センター10周年記念事業積立資産

小　　　計

小　　　計

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ寄付システム

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ立ち上げ助成金

普通預金-ごうぎん私募債

普通預金-あいおいニッセイ同和損保助成

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

令和7年3月31日現在

(単位：円)

科      目

定期預金‐鳥取信用金庫、県市町村拠出金

普通預金-４７コロナ基金とっとりつながるプロジェクト助成金

普通預金-とりぎん青い鳥

－ 32 －
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６． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に
産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

基本財産

4,500,000 (4,500,000) 0 0

4,500,000 (4,500,000) 0 0

特定資産

1,004,957 (1,004,957) 0 0

69 (69) 0 0

7 (7) 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,005,033 (1,005,033) 0 0

5,505,033 (5,505,033) 0 0

７． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

102,168 102,167 1

NEC N15ノートパソコン 136,400 19,891 116,509

652,320 652,320 0

890,888 774,378 116,510

８． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

交付者-
鳥取県

0 1,800,000 804,000 996,000 996,000 未払金

0 1,800,000 804,000 996,000 996,000

鳥取県補助金（活性化セン
ター）

合      計

合      計

(単位：円)

補助金返還に考慮される事項 内容 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 内　返還額
貸借対照表上の

記載区分

科      目

什器備品

ロールスクリーン一式

無形固定資産

ソフトウエア

普通預金-４７コロナ基金とっとりつながるプロジェクト助成金

普通預金-とりぎん青い鳥

普通預金-センター10周年記念事業積立資産

小　　　計

合      計

(単位：円)

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ立ち上げ助成金

普通預金-ごうぎん私募債

普通預金-あいおいニッセイ同和損保助成

(単位：円)

科      目 当期末残高

定期預金‐鳥取信用金庫、県市町村拠出金

小　　　計

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ寄付システム

１． 継続事業の前提に関する注記

当法人が将来にわたって事業を継続する前提に疑義を生じさせるような事象又は状況は存在しない。

２． 重要な会計方針

(１) 固定資産の減価償却の方法

固定資産の減価償却は法人税法に規程する定額法によっている。

(２) リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法で処理している。

(３) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３． 会計方針の変更

該当なし

４． 法人で採用する退職給付制度

　

当法人で採用する退職給付制度は、次のとおりである。

独立行政法人　勤労者退職金機構による中小企業退職金共済への加入によっている。

５． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

4,500,000 0 0 4,500,000

4,500,000 0 0 4,500,000

特定資産

724,231 560,726 280,000 1,004,957

69 0 0 69

7 0 0 7

50,000 130,000 180,000 0

0 0 0 0

4 2,000,000 2,000,004 0

400,000 0 400,000 0

1,174,311 2,690,726 2,860,004 1,005,033

5,674,311 2,690,726 2,860,004 5,505,033合      計

普通預金-センター10周年記念事業積立資産

小　　　計

小　　　計

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ寄付システム

普通預金‐中国労働金庫、ＮＰＯ立ち上げ助成金

普通預金-ごうぎん私募債

普通預金-あいおいニッセイ同和損保助成

財財務務諸諸表表にに対対すするる注注記記

令和7年3月31日現在

(単位：円)

科      目

定期預金‐鳥取信用金庫、県市町村拠出金

普通預金-４７コロナ基金とっとりつながるプロジェクト助成金

普通預金-とりぎん青い鳥
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９． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額は、次のとおりである。

経常収益への振替額

目的事業実施による振替額

特定資産運用利息の振替額

10. 受託金と受託金返還額

県からの受託金について、各事業の残額は、契約に基づき翌期に返還される。

交付者－
鳥取県

0 3,300,000 2,060,250 1,239,750 1,239,750 未払金

0 3,300,000 2,060,250 1,239,750 1,239,750

11. リース取引関係

129,360 0 64,680 0

（鳥取　480　く　4671）

150,480 0 75,240 75,240

月額再リース料　\6,270

147,840 0 73,920 73,920

月額再リース料　\6,160

198,000 0 99,000 99,000

月額再リース料　\8,250

161,040 0 87,230 73,810

月額再リース料　\6,710

786,720 0 400,070 321,970

ダイハツ　ミライース リース期間　24カ月

（鳥取　580　の　7822）
令和6年3月開始

合      計

（鳥取　580　に　2194）
令和6年4月開始

スズキ　スイフト リース期間　24カ月

（鳥取　500　む　8600）
令和6年4月開始

スズキ　ワゴンＲ リース期間　24カ月

（鳥取　580　に　2184）

令和6年4月開始

スズキ　ワゴンＲ リース期間　24カ月

ダイハツ　ハイゼット リース期間　24カ月

　カーゴ 月額再リース料　\5,390

令和6年4月開始

(R7.3.28リース契約中途解約)

(単位：円)

車種 リース内容 契約総額(税込） 前期までの支払額 当期支払額 当期末残高

内　返還額
貸借対照表上の

記載区分

とっとりSDGsパートナー・

伝道師制度運営業務

合      計

受託金返還に考慮される事項 内容 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

社用車のリース料は、通常の賃貸借取引に係る方式に基づき賃借料を支払う。契約総額、支払額及び当期末残高は、次のと
おりである。

2,460,000

合      計 2,460,004

(単位：円)

(単位：円)

内訳 金額

4

－ 34 －
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（単位:円）

未収金 損保保険ジャパン株式会社 5,500

鳥取県 2,100

7,600

貯蔵品 切手・レターパック 7,390

立替金 4,789

  保健医療福祉 27,811

  社会教育 15,501

  まちづくり 20,541

  文化スポーツ 56,573

  環境保全 47,645

  災害救援 182,134

  地域安全 8,140

  人権平和 7,860

  国際協力 57,488

  男女共同参画 4,421

  子どもの健全育成 52,475

  情報化社会 20,951

  科学技術 220,560

  経済活動 12,602

  職業訓練雇用 33,465

  消費者保護 8,520

  NPO支援 8,740

  観光振興 18,102

  中山間振興 10,600

  おまかせコース 190,828

  立ち上げ助成金 69

労働保険料の立替

14,695,389

1,005,026

NPO支援のための資金

　倉吉支店

　倉吉支店 (設立時の市町村からの拠出金)

    基本財産

  定期預金 鳥取信用金庫 公益目的保有財産 4,500,000

14,627,493

　鳥取信用金庫

  　倉吉支店

　倉吉支店

  普通預金 定期預金の受取利息 5,644

普通預金 ろうきん寄付システム事務手数料 138,220

　中国労働金庫

　倉吉駅前出張所

活性化センター補助金 1,800,000

財財　　産産　　目目　　録録
令和7年3月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

  (流動資産)

  現金 手元保管 運転資金として 48,117

  預金 普通預金 センターの受託事業資金 12,683,629

　山陰合同銀行

保険解約返還金

旅費交通費

   流動資産合計

    特定資産

  (固定資産)

  普通預金 中国労働金庫

９． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額は、次のとおりである。

経常収益への振替額

目的事業実施による振替額

特定資産運用利息の振替額

10. 受託金と受託金返還額

県からの受託金について、各事業の残額は、契約に基づき翌期に返還される。

交付者－
鳥取県

0 3,300,000 2,060,250 1,239,750 1,239,750 未払金

0 3,300,000 2,060,250 1,239,750 1,239,750

11. リース取引関係

129,360 0 64,680 0

（鳥取　480　く　4671）

150,480 0 75,240 75,240

月額再リース料　\6,270

147,840 0 73,920 73,920

月額再リース料　\6,160

198,000 0 99,000 99,000

月額再リース料　\8,250

161,040 0 87,230 73,810

月額再リース料　\6,710

786,720 0 400,070 321,970

ダイハツ　ミライース リース期間　24カ月

（鳥取　580　の　7822）
令和6年3月開始

合      計

（鳥取　580　に　2194）
令和6年4月開始

スズキ　スイフト リース期間　24カ月

（鳥取　500　む　8600）
令和6年4月開始

スズキ　ワゴンＲ リース期間　24カ月

（鳥取　580　に　2184）

令和6年4月開始

スズキ　ワゴンＲ リース期間　24カ月

ダイハツ　ハイゼット リース期間　24カ月

　カーゴ 月額再リース料　\5,390

令和6年4月開始

(R7.3.28リース契約中途解約)

(単位：円)

車種 リース内容 契約総額(税込） 前期までの支払額 当期支払額 当期末残高

内　返還額
貸借対照表上の

記載区分

とっとりSDGsパートナー・

伝道師制度運営業務

合      計

受託金返還に考慮される事項 内容 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

社用車のリース料は、通常の賃貸借取引に係る方式に基づき賃借料を支払う。契約総額、支払額及び当期末残高は、次のと
おりである。

2,460,000

合      計 2,460,004

(単位：円)

(単位：円)

内訳 金額

4
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（単位:円）

普通預金

未払金 1,239,750

鳥取県 補助金返納 996,000

旅費 3,525

358,902

ソネット 1,210

カウネット 4,754

770,000

8,400

1,210

28,224

1,628

3,300

38,500

トリベイ 12,126

22,000

550

所得税

預り金

とっとりSDGｓパートナー・伝道師制度運営
業務委託金返納

レンタルスペースpeople使用料

133,896

社会保険料

3,643,016

鳥取県

6,548,093

13,768,839

住民税

職員 アルバイト４月分給与(3月勤務分) 152,937

3月分 216,489

健康保険

日本マイクロソフト社

三井住友ファイナンス＆リース株式会社

サンテラス税理士法人

山陰合同銀行

源泉所得税

年金事務所

パソコンリース

モップ使用料

特定費用準備資金

ガソリン代

プロバイダ料金

事務用品

2,296,300

608,777

131,000

61,839

3月分

6,548,093

65,553

コピー使用料

teams利用料

3月分

新聞掲載料

5,621,543

    その他固定資産

    ソフトウェア ソフトウェア 652,320

ロールスクリーン一式 102,168

減価償却累計額 △ 774,378

  

什器備品

136,400NEC　N15ノートパソコン

IB基本手数料

税理士顧問料

コピー使用料

    

未払消費税等

   流動負債合計

     負債合計

     正味財産

ダスキン

株式会社KOA

116,510

   固定資産合計

職員

新日本海新聞社

パープルタウン

モリックスジャパン

     資産合計 20,316,932

  (流動負債)

    倉吉中央支店

    

    倉吉駅前出張所

    山陰合同銀行 0センター10周年記念
事業積立資産

    47コロナ基金 山陰合同銀行 0

    倉吉駅前出張所

    

    とりぎん青い鳥 鳥取銀行 0

    

    あいおいニッセイ同和
損保助成

山陰合同銀行 0

倉吉駅前出張所

    ごうぎん私募債 山陰合同銀行 7

    倉吉駅前出張所

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

厚生年金

3月分

3月分
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１．基本財産および特定資産の明細

財務諸表に対する注記５．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高に記載のため省略する。

２．引当金の明細

該当なし

附附　　属属　　明明　　細細　　書書

令和7年3月31日現在

（単位:円）

普通預金

未払金 1,239,750

鳥取県 補助金返納 996,000

旅費 3,525

358,902

ソネット 1,210

カウネット 4,754

770,000

8,400

1,210

28,224

1,628

3,300

38,500

トリベイ 12,126

22,000

550

所得税

預り金

とっとりSDGｓパートナー・伝道師制度運営
業務委託金返納

レンタルスペースpeople使用料

133,896

社会保険料

3,643,016

鳥取県

6,548,093

13,768,839

住民税

職員 アルバイト４月分給与(3月勤務分) 152,937

3月分 216,489

健康保険

日本マイクロソフト社

三井住友ファイナンス＆リース株式会社

サンテラス税理士法人

山陰合同銀行

源泉所得税

年金事務所

パソコンリース

モップ使用料

特定費用準備資金

ガソリン代

プロバイダ料金

事務用品

2,296,300

608,777

131,000

61,839

3月分

6,548,093

65,553

コピー使用料

teams利用料

3月分

新聞掲載料

5,621,543

    その他固定資産

    ソフトウェア ソフトウェア 652,320

ロールスクリーン一式 102,168

減価償却累計額 △ 774,378

  

什器備品

136,400NEC　N15ノートパソコン

IB基本手数料

税理士顧問料

コピー使用料

    

未払消費税等

   流動負債合計

     負債合計

     正味財産

ダスキン

株式会社KOA

116,510

   固定資産合計

職員

新日本海新聞社

パープルタウン

モリックスジャパン

     資産合計 20,316,932

  (流動負債)

    倉吉中央支店

    

    倉吉駅前出張所

    山陰合同銀行 0センター10周年記念
事業積立資産

    47コロナ基金 山陰合同銀行 0

    倉吉駅前出張所

    

    とりぎん青い鳥 鳥取銀行 0

    

    あいおいニッセイ同和
損保助成

山陰合同銀行 0

倉吉駅前出張所

    ごうぎん私募債 山陰合同銀行 7

    倉吉駅前出張所

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

厚生年金

3月分

3月分
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令和７年度事業計画  

 

＜公益目的事業＞  

１．ミラ・クル・とっとりプラットフォーム事業 

（１）ネットワーク・プラットフォームの運営事業  

ＮＰＯ等の多様な主体が繋がりあって交流できるフラットなネットワーク「ミラ・クル・とっとりプラ

ットフォーム（以下「プラットフォーム」という。）」の運営を行うとともに、多くのＮＰＯ等がプラット

フォームに参画するように団体等への働きかけ、広く県民への周知を行う。 

   

２．誰一人取り残さない県民参画社会づくり・地域コミュニティ支援事業 

（１）相談支援事業  
地方創生の推進に向けて民間団体等による地方創生に資する取組を支援・官民一体となった取組を推

進するとともに、出前相談会や伴走型個別支援により、県民活動の活性化及び持続可能な活力ある地域

社会づくりに寄与する。 

 

（２）持続可能な地域づくり促進事業  

ＮＰＯ等とのネットワーク会議等を開催することにより、連携・協働のネットワークの形成及び地域課

題解決に取り組む支援体制構築のきっかけづくりとする。また、ボランティア支援組織等と緊密に連携す

ることにより、ボランティアの情報収集に努めるとともに、鳥取県ボランティア総合情報サイト「ボラン

とり」の利用促進を図り、地域づくり活動・ボランティア活動を支援する。 

 

（３）若者の地域づくり活動促進事業  

   高校生や大学生等の若者をはじめ、県内外の多くの人に県内の地域づくり活動へ興味をもってもらうき

っかけづくりとして、大学等の協力を得ながら、若者向け地域課題解決ワークショップ（出前講座）を開

催する。 

 

（４）情報発信・センター認知度向上事業  

情報誌、機関紙、ウェブサイト、ＳＮＳなど、多様な広報媒体を活用した広報活動を行うことで、セン

ター事業の認知を図るとともに、県民の社会参画を促しＮＰＯ等の組織力や事業力の向上等を図る。 

 

（５）多様な主体による連携の促進  

とっとりＳＤＧｓプラットフォームやとっとりＳＤＧｓパートナー制度等を活用し、県内の市民、ＮＰ

Ｏ、企業、行政、大学・学校など、多様な主体によるネットワーク構築及び持続可能な地域づくりの推進

を図る。さらに、若者、企業、ＮＰＯ等、多様な主体の参画を得て、地域の課題解決及び新たな価値創出

に向けた意見交換を行い、ステークホルダー同士のネットワーク化を図り、実行に移す。 

 

３．社会変化に対応したＮＰＯ等活動団体支援事業 

（１）専門家派遣事業  

   ＮＰＯ等の業務や会計等の専門的な相談に対して、税理士、司法書士、行政書士、社会保険労務士、中

小企業診断士、ＩＣＴ支援アドバイザー等を専門家派遣登録者名簿に登録し、個別又は出前相談会に派遣

することで、ＮＰＯ等の事務能力の向上やガバナンスに関する課題の解決を図る。 
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（２）ＮＰＯ経営実態把握事業  

ＮＰＯ法人の実態の継続的な把握及びきめ細かな相談対応のため、アンケート及びヒアリングによる

「ＮＰＯ経営実態把握調査」を行い、その概要版を公表するとともに、県のＮＰＯ施策やセンターが行う

支援の取組、企画立案、個々のＮＰＯ等への支援に活かす。 

 

（３）非営利組織基盤強化・評価推進事業  

組織診断・評価や組織基盤強化支援を行うことにより、ＮＰＯ等の組織力強化、ガバナンスの向上を図

るとともに、積極的な情報開示・情報発信を促すことにより、ＮＰＯ等の社会的信用を高める。 
    

（４）ＮＰＯ基盤強化事業  

ＮＰＯ法人が、会計・税務・労務・登記・所轄庁事務・定款に基づく組織運営等、基本的な事務力を獲

得するとともに、ガバナンスの構築により、その自立性、透明性、信頼性の向上を図る。 
 

（５）社会人・若者ボランティア（プロボノ）推進事業 

自らのスキルや経験を生かし、社会貢献活動を行いたい社会人や学生などへ、広くボランティアによる

活躍の機会を提供するとともに、支援人材の育成、今後も地域活動を行う人材としての誘引とＮＰＯ等の

組織基盤強化を図る。 

 

（６）助成金活用促進・資金調達支援事業  

県内外の助成金情報を紹介することによりＮＰＯ等に効果的な活用を促すとともに、資金調達に関する

アドバイス等を行うことにより、ＮＰＯ等による団体運営や活動に必要な資金の確保につなげる。 

 

（７）寄付つき商品開発普及事業  

   ＮＰＯ等と企業等をマッチングし、寄付つき商品の開発、広報面での支援を行い、本業を活かした企業

の社会貢献活動の活性化、共感にもとづくＮＰＯ等の組織基盤及び資金調達力の強化を促すとともに、広

く県民の参加を促す。 
 

（８）民間協働型活動支援事業 

寄付文化の醸成、寄付活動の活性化にむけ、地域の課題解決に挑むＮＰＯ等への寄付仲介の事業を「全

国寄付月間（１２月）」やＳＤＧｓ推進の取組と連携して進めるとともに、企業及び県内外の支援団体と連

携し、資金、物品、ノウハウ等の支援プログラムを実施する。 

 

（９）控除対象特定非営利活動法人指定支援補助金交付事業  

鳥取県のＮＰＯ法人の条例個別指定制度に基づき指定を受けようとするＮＰＯ法人が、司法書士等に相

談する際の経費に対して補助金を交付する。 

     

（１０）地域づくり活動改善支援補助金交付事業  

地域の課題解決を図るため、地域づくり団体等が取り組む活動を改善・向上させようとするための活動

に要する経費に対して補助金を交付する。 

  

＜その他＞ 

（１）評議員会、理事会の開催 

（２）信頼される事務局機能の構築 

 

 
 

令和７年度事業計画  

 

＜公益目的事業＞  

１．ミラ・クル・とっとりプラットフォーム事業 

（１）ネットワーク・プラットフォームの運営事業  

ＮＰＯ等の多様な主体が繋がりあって交流できるフラットなネットワーク「ミラ・クル・とっとりプラ

ットフォーム（以下「プラットフォーム」という。）」の運営を行うとともに、多くのＮＰＯ等がプラット

フォームに参画するように団体等への働きかけ、広く県民への周知を行う。 

   

２．誰一人取り残さない県民参画社会づくり・地域コミュニティ支援事業 

（１）相談支援事業  
地方創生の推進に向けて民間団体等による地方創生に資する取組を支援・官民一体となった取組を推

進するとともに、出前相談会や伴走型個別支援により、県民活動の活性化及び持続可能な活力ある地域

社会づくりに寄与する。 

 

（２）持続可能な地域づくり促進事業  

ＮＰＯ等とのネットワーク会議等を開催することにより、連携・協働のネットワークの形成及び地域課

題解決に取り組む支援体制構築のきっかけづくりとする。また、ボランティア支援組織等と緊密に連携す

ることにより、ボランティアの情報収集に努めるとともに、鳥取県ボランティア総合情報サイト「ボラン

とり」の利用促進を図り、地域づくり活動・ボランティア活動を支援する。 

 

（３）若者の地域づくり活動促進事業  

   高校生や大学生等の若者をはじめ、県内外の多くの人に県内の地域づくり活動へ興味をもってもらうき

っかけづくりとして、大学等の協力を得ながら、若者向け地域課題解決ワークショップ（出前講座）を開

催する。 

 

（４）情報発信・センター認知度向上事業  

情報誌、機関紙、ウェブサイト、ＳＮＳなど、多様な広報媒体を活用した広報活動を行うことで、セン

ター事業の認知を図るとともに、県民の社会参画を促しＮＰＯ等の組織力や事業力の向上等を図る。 

 

（５）多様な主体による連携の促進  

とっとりＳＤＧｓプラットフォームやとっとりＳＤＧｓパートナー制度等を活用し、県内の市民、ＮＰ

Ｏ、企業、行政、大学・学校など、多様な主体によるネットワーク構築及び持続可能な地域づくりの推進

を図る。さらに、若者、企業、ＮＰＯ等、多様な主体の参画を得て、地域の課題解決及び新たな価値創出

に向けた意見交換を行い、ステークホルダー同士のネットワーク化を図り、実行に移す。 

 

３．社会変化に対応したＮＰＯ等活動団体支援事業 

（１）専門家派遣事業  

   ＮＰＯ等の業務や会計等の専門的な相談に対して、税理士、司法書士、行政書士、社会保険労務士、中

小企業診断士、ＩＣＴ支援アドバイザー等を専門家派遣登録者名簿に登録し、個別又は出前相談会に派遣

することで、ＮＰＯ等の事務能力の向上やガバナンスに関する課題の解決を図る。 
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



（単位：円）

当年度予算額 前年度予算額 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

基本財産運用益 1,000 1,000 0

基本財産受取利息 1,000 1,000 0

特定資産運用益 1,000 1,000 0

特定資産受取利息 1,000 1,000 0

事業収益 68,684,000 71,060,000 △ 2,376,000

県民活動活性化事業 63,535,000 62,280,000 1,255,000

とっとりSDGsパートナー・伝道師制度運営事業 2,127,000 3,300,000 △ 1,173,000

地域づくりワークショップ等委託事業 0 150,000 △ 150,000

赤い羽根パートナーと創る新たな助成事業 90,000 0 90,000

民間協働型活動支援事業 2,932,000 5,330,000 △ 2,398,000

受取補助金等 1,800,000 1,800,000 0

鳥取県補助金 1,800,000 1,800,000 0

受取寄付金 2,850,000 3,130,000 △ 280,000

民間協働型活動支援寄付金 2,850,000 3,130,000 △ 280,000

雑収益 10,000 1,000 9,000

受取利息 10,000 1,000 9,000

　　　　　経常収益計 73,346,000 75,993,000 △ 2,647,000

    (2) 経常費用

事業費 58,221,000 60,545,000 △ 2,324,000

役員報酬 1,212,000 1,512,000 △ 300,000

給与手当 32,602,000 32,964,000 △ 362,000

退職金給付費用 656,000 620,000 36,000

法定福利費 4,484,000 4,325,000 159,000

福利厚生費 60,000 30,000 30,000

会議費 7,000 8,000 △ 1,000

会場賃借料 108,000 165,000 △ 57,000

旅費交通費 986,000 1,306,000 △ 320,000

研修費 0 256,000 △ 256,000

通信運搬費 1,154,000 856,000 298,000

消耗品費 917,000 929,000 △ 12,000

光熱水料費 156,000 152,000 4,000

印刷製本費 1,246,000 970,000 276,000

賃借料 2,865,000 2,760,000 105,000

諸謝金 910,000 1,519,000 △ 609,000

広告宣伝費 308,000 623,000 △ 315,000

支払負担金 14,000 14,000 0

支払手数料 412,000 624,000 △ 212,000

支払助成金 1,800,000 1,800,000 0

支払寄付金 2,850,000 3,130,000 △ 280,000

修繕費 102,000 85,000 17,000

新聞図書費 135,000 143,000 △ 8,000

燃料費 1,029,000 1,040,000 △ 11,000

保険料 302,000 411,000 △ 109,000

租税公課 3,666,000 3,929,000 △ 263,000

委託費 0 124,000 △ 124,000

保守管理費 236,000 227,000 9,000

雑費 4,000 23,000 △ 19,000

収支予算書（正味財産増減計算ベース）
令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科        目
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



（単位：円）
当年度予算額 前年度予算額 増  減

管理費 15,125,000 15,848,000 △ 723,000

役員報酬 888,000 888,000 0

給与手当 9,189,000 9,294,000 △ 105,000

退職給付費用 207,000 195,000 12,000

法定福利費 1,416,000 1,366,000 50,000

福利厚生費 19,000 9,000 10,000

会議費 1,000 1,000 0

会場賃借料 19,000 30,000 △ 11,000

旅費交通費 146,000 236,000 △ 90,000

研修費 0 204,000 △ 204,000

通信運搬費 214,000 171,000 43,000

消耗品費 175,000 185,000 △ 10,000

光熱水料費 31,000 31,000 0

印刷製本費 222,000 193,000 29,000

賃借料 579,000 565,000 14,000

諸謝金 141,000 308,000 △ 167,000

広告宣伝費 63,000 127,000 △ 64,000

支払負担金 3,000 3,000 0

支払手数料 70,000 98,000 △ 28,000

支払寄付金 0 10,000 △ 10,000

支払報酬 523,000 528,000 △ 5,000

修繕費 21,000 17,000 4,000

新聞図書費 26,000 27,000 △ 1,000

燃料費 201,000 203,000 △ 2,000

保険料 61,000 84,000 △ 23,000

租税公課 861,000 1,000,000 △ 139,000

委託費 0 25,000 △ 25,000

保守管理費 48,000 46,000 2,000

雑費 1,000 4,000 △ 3,000

　　　　　経常費用計 73,346,000 76,393,000 △ 3,047,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 0 △ 400,000 400,000

          評価損益等計 0 0 0

          当期経常増減額 0 △ 400,000 400,000

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0

          他会計振替額 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 0 △ 400,000 400,000

          一般正味財産期首残高 8,920,735 6,846,076 2,074,659

          一般正味財産期末残高 8,920,735 6,446,076 2,474,659

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          基本財産運用益 1,000 1,000 0

          　基本財産受取利息 1,000 1,000 0

          特定資産運用益 1,000 1,000 0

          　特定資産受取利息 1,000 1,000 0

          受取寄付金 2,850,000 3,080,000 △ 230,000

          　ろうきん立ち上げ     民間協働型活動支援寄付金 2,850,000 3,080,000 △ 230,000

          一般正味財産への振替額 △ 2,852,000 △ 3,132,000 280,000

          当期指定正味財産増減額 0 △ 50,000 50,000

          指定正味財産期首残高 4,500,000 4,550,000 △ 50,000

          指定正味財産期末残高 4,500,000 4,500,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 13,420,735 10,946,076 2,474,659

科        目
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



（単位:円）

センター事業
民間協働型活動

支援事業
小計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

基本財産運用益 1,000 0 1,000 0 0 1,000

基本財産受取利息 1,000 0 1,000 0 0 1,000

特定資産運用益 1,000 0 1,000 0 0 1,000
特定資産受取利息 1,000 0 1,000 0 0 1,000

事業収益 50,627,000 2,932,000 53,559,000 15,125,000 0 68,684,000
県民活動活性化事業 48,410,000 0 48,410,000 15,125,000 0 63,535,000
とっとりSDGsパートナー・伝道師制度運営業務 2,127,000 0 2,127,000 0 0 2,127,000
赤い羽根パートナーと創る新たな助成事業 90,000 0 90,000 0 0 90,000
民間協働型活動支援事業 0 2,932,000 2,932,000 0 0 2,932,000

受取補助金等 1,800,000 0 1,800,000 0 0 1,800,000
鳥取県補助金 1,800,000 0 1,800,000 0 0 1,800,000

受取寄付金 0 2,850,000 2,850,000 0 0 2,850,000
民間協働型活動支援寄付金 0 2,850,000 2,850,000 0 0 2,850,000

雑収益 10,000 0 10,000 0 0 10,000
受取利息 10,000 0 10,000 0 0 10,000

　　　　　経常収益計 52,439,000 5,782,000 58,221,000 15,125,000 0 73,346,000

    (2) 経常費用

事業費 52,439,000 5,782,000 58,221,000 0 0 58,221,000
役員報酬 912,000 300,000 1,212,000 0 0 1,212,000
給与手当 30,397,000 2,205,000 32,602,000 0 0 32,602,000
退職金給付費用 656,000 0 656,000 0 0 656,000
法定福利費 4,484,000 0 4,484,000 0 0 4,484,000
福利厚生費 60,000 0 60,000 0 0 60,000
会議費 7,000 0 7,000 0 0 7,000
会場賃借料 88,000 20,000 108,000 0 0 108,000
旅費交通費 784,000 202,000 986,000 0 0 986,000
通信運搬費 1,130,500 23,500 1,154,000 0 0 1,154,000
消耗品費 889,000 28,000 917,000 0 0 917,000
光熱水料費 156,000 0 156,000 0 0 156,000
印刷製本費 1,209,500 36,500 1,246,000 0 0 1,246,000
賃借料 2,865,000 0 2,865,000 0 0 2,865,000
諸謝金 910,000 0 910,000 0 0 910,000
広告宣伝費 308,000 0 308,000 0 0 308,000
支払負担金 14,000 0 14,000 0 0 14,000

370,000 42,000 412,000 0 0 412,000
支払助成金 1,800,000 0 1,800,000 0 0 1,800,000
支払寄付金 0 2,850,000 2,850,000 0 0 2,850,000
修繕費 102,000 0 102,000 0 0 102,000
新聞図書費 125,000 10,000 135,000 0 0 135,000
燃料費 964,000 65,000 1,029,000 0 0 1,029,000
保険料 302,000 0 302,000 0 0 302,000
租税公課 3,666,000 0 3,666,000 0 0 3,666,000
保守管理費 236,000 0 236,000 0 0 236,000

4,000 0 4,000 0 0 4,000

支払手数料

雑費

収支予算書内訳表（正味財産増減計算ベース）

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科        目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去 合計
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター



（単位:円）

センター事業
民間協働型活動

支援事業
小計

管理費 0 0 0 15,125,000 0 15,125,000

役員報酬 0 0 0 888,000 0 888,000
給与手当 0 0 0 9,189,000 0 9,189,000
退職給付費用 0 0 0 207,000 0 207,000
法定福利費 0 0 0 1,416,000 0 1,416,000
福利厚生費 0 0 0 19,000 0 19,000
会議費 0 0 0 1,000 0 1,000
会場賃借料 0 0 0 19,000 0 19,000
旅費交通費 0 0 0 146,000 0 146,000
通信運搬費 0 0 0 214,000 0 214,000
消耗品費 0 0 0 175,000 0 175,000
光熱水料費 0 0 0 31,000 0 31,000
印刷製本費 0 0 0 222,000 0 222,000
賃借料 0 0 0 579,000 0 579,000
諸謝金 0 0 0 141,000 0 141,000
広告宣伝費 0 0 0 63,000 0 63,000
支払負担金 0 0 0 3,000 0 3,000
支払手数料 0 0 0 70,000 0 70,000
支払報酬 0 0 0 523,000 0 523,000
修繕費 0 0 0 21,000 0 21,000
新聞図書費 0 0 0 26,000 0 26,000
燃料費 0 0 0 201,000 0 201,000
保険料 0 0 0 61,000 0 61,000
租税公課 0 0 0 861,000 0 861,000
保守管理費 0 0 0 48,000 0 48,000
雑費 0 0 0 1,000 0 1,000

　　　　　経常費用計 52,439,000 5,782,000 58,221,000 15,125,000 0 73,346,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 0 0 0 0 0 0
          評価損益等計 0 0 0 0 0 0
          当期経常増減額 0 0 0 0 0 0

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0

          他会計振替額 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

          一般正味財産期首残高 8,920,735 0 8,920,735 0 0 8,920,735

          一般正味財産期末残高 8,920,735 0 8,920,735 0 0 8,920,735

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          基本財産運用益 1,000 0 1,000 0 0 1,000

          　基本財産受取利息 1,000 0 1,000 0 0 1,000

          特定資産運用益 1,000 0 1,000 0 0 1,000

          　特定資産受取利息 1,000 0 1,000 0 0 1,000

          受取寄付金 0 2,850,000 2,850,000 0 0 2,850,000

  民間協働型活動支援寄付金 0 2,850,000 2,850,000 0 0 2,850,000

          一般正味財産への振替額 △ 2,000 △ 2,850,000 △ 2,852,000 0 0 △ 2,852,000

          当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0

          指定正味財産期首残高 4,500,000 4,500,000 0 0 4,500,000

          指定正味財産期末残高 4,500,000 0 4,500,000 0 0 4,500,000

Ⅲ　正味財産期末残高 13,420,735 0 13,420,735 0 0 13,420,735

合計科        目
公益目的事業会計

法人会計 内部取引消去
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（２）公益財団法人 とっとり県民活動活性化センター


